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Debt Financeや Equity Financeは主体である事業会社の価値評価が資金調達に影響を与える。価
値が高いと判断されれば資金調達は容易になるが，事業会社の価値に少しでも信頼性が失われるよう
になれば，資金調達は困難になる。これに対し，Asset Financeといわれるものは，証券化した時点
























流動資産 20億 借入金 30億
固定資産 20億 純資産 10億














流動資産 22億 借入金 20億
固定資産 10億 純資産 12億














































































































































































































































① 株式会社格付投資情報センター（Rating & Investment Information,Inc）
1979年日本公社債研究所として設立，1985年株式会社化，1988年株式会社日本格付投資情報セン
ターと社名変更し，2000年に現在の社名となる。








④ スタンダード&プアーズ（Standard & Poor’s，S&P）
マグロウヒルの子会社として1860年に創業。アメリカに本社をおく投資情報会社である。アメリ
カの株式指数である「S&P500（Standard & Poor’s 500Stock Index，スタンダード&プアー
ズ500種指数）」を算出し発表している。日本では1986年に東京オフィスを開設している。

























































































今後にあっては，Ｇ８（World Economic Conference of the 8 Industrial Countries）やＧ７（The
 
Conference of the Group of Seven）に加え，新たに設立されたＧ20（Group of Twenty）による
国際経済協力下での金融安定化に向けたさまざまな政策の実現を期待したいのである。
注
⑴ 「サブプライム・ローン」は信用力の低い借り手を対象に貸付けた住宅ローンの総称である。「プライム・
ローン」と異なり，クレジット・スコアが低い融資希望者に対して貸付が行われるので回収リスクは高くな
る。このため，金融機関は信用力の高い借り手を対象とした貸付金利（プライムローン）よりも高い金利を
設定するケースが多い。このように設定した住宅ローン債権を証券化し転売したが，これが回収不能となり
不良債権化したのである。
⑵ 米国第４位の大手投資銀行（証券会社）。1850年ユダヤ系移民であったリーマン兄弟によって設立された
が，2008年９月15日，連邦倒産法（Bankruptcy Code）の適用を申請し倒産に至った。ちなみに，第３位の
メリル・リンチは米国第２位の商業銀行バンク・オブ・アメリカに吸収された。
⑶ バブル発生と崩壊のメカニズムについては，岩崎日出俊氏による著書『金融崩壊』（祥伝社新書，2009年，
160頁～166頁）に分かりやすい解説がある。
⑷ 『日本経済新聞』2009年９月25日朝刊より引用。
⑸ 井出保夫『「証券化」がよく分かる』文春新書，2003年，54頁。
⑹ 岩崎日出俊『前掲書』31頁。
⑺ コンピタント㈱ＨＰによる解説，みずほ総合研究所編『サブプライム 金融危機』日本経済新聞出版社，
2007年，112頁を参考にした。
⑻ 想定元本（Notional Amount）とは，デリバティブ取引においては金融商品そのものを取引することのな
いことから，実際には存在しない金融商品を買う場合に必要な「元本」を，イニシャルマージン（先物取引
を行う際に当初差し入れなければならない証拠金のこと）や手数料，オプション料などの計算の目的で計算
したもの（コンピタント株式会社のホームページより）。
⑼ 伊藤邦雄『現代会計入門（第６版）』日本経済新聞出版社，2007年，423～424頁。
? 資金の突然の大量流出に見舞われた国々では株価と通貨価値が暴落した。例えば，通貨価値でいえば，主
な国の対ドル通貨価値の下落率は，アイスランド（クローナ）で67％，ウクライナ（フリビナ）で47％、ブラ
ジル（レアル）で33%となり，アイスランドの落込みが際立っていた。
? 信用収縮とは金融市場で取引が停滞し資金供給が細る現象で，金融機関の不良債権処理，自己資本比率向
上のための「貸し剥がし」や「貸し渋り」を行うことで引き起こされるケースが多い。
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? 2008年11月14日～15日にワシントンで世界的な金融危機への対応策を協議するために第１回の緊急首脳
会議が開かれ，20カ国の財務相・中央銀行総裁が参加した。参加国は米国・英国・アルゼンチン・オースト
ラリア・ブラジル・カナダ・中国・フランス・ドイツ・インド・インドネシア・イタリア・日本・メキシコ・
ロシア・サウジアラビア・南アフリカ・韓国・トルコ・EU（欧州連合）の20カ国である。この会議の事を「Ｇ20」
あるいは「金融サミット」と呼んでいる。ちなみに「Ｇ８：通称サミット summit）」の参加国はアメリカ，
イギリス，フランス，ドイツ，イタリア，日本，カナダ，ロシアの８カ国，「Ｇ７（先進７か国財務相・中央
銀行総裁会議）」の参加国はアメリカ，イギリス，フランス，ドイツ，イタリア，日本，カナダの７カ国であ
る。
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